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Ⅰ 評価の基本的な考え方等

青森市地方独立行政法人評価委員会は、地方独立行政法人法第７８条の２の規定に基づき、公立大学法人青森公立大学（以

下「法人」という。）の第２期中期目標期間における業務実績について評価を行った。

評価の実施に当たっては、当評価委員会が定めた「公立大学法人青森公立大学中期目標期間終了時見込評価及び中期目標

期間評価実施要領（令和元年６月７日改正）」に基づき、法人の中期計画に定めた事項ごとにその実績等を明らかにした業務

実績報告書及び法人への聴取等に基づき調査・分析を行うとともに、その結果を踏まえて「項目別評価」及び「全体評価」

を行った。

１ 項目別評価

中期計画に掲げる次の事項（以下「大項目」という。）ごとに、中期目標の達成状況及び特記事項の内容を総合的に勘案

して、５段階により評価する。なお、教育研究については、その特性に配慮し、専門的な観点からの評価は行わず、事業

の外形的な進捗状況を評価する。

【大項目】

① 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置（教育）

② 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置（研究）

③ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置（地域貢献）

④ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置

⑤ 経営・財務内容の改善に関する目標を達成するための措置

⑥ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置

⑦ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置

【５段階評価】

５：中期目標の達成において特筆すべき状況にある。

４：中期目標を達成している。

３：中期目標をおおむね達成している。

２：中期目標の達成においてやや不十分な状況にある。

１：中期目標の達成において著しく不十分であり、重大な改善事項がある。
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２ 全体評価

項目別評価の結果を踏まえ、第２期中期目標期間における業務実績の全体について、記述式により市民にわかりやす

い表現等に努めながら総合的な評価を行う。また、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項

を記載する。

３ 青森市地方独立行政法人評価委員会委員

区 分 氏 名 役 職 等

委 員 長 若 井 敬一郎 青森商工会議所会頭

委 員

(委員長職務代理者)
内 山 清

青森中央学院大学大学院

地域マネジメント研究科研究科長

委 員 今 孝 彰 日本公認会計士協会東北会青森県会会員

委 員 佐々木 知 彦
株式会社青森銀行

取締役専務執行役員

委 員 三 浦 朋 子
公立大学法人青森県立保健大学

事務局長
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Ⅱ 全体評価

１ 総評

公立大学法人青森公立大学は、教育・研究の一層の推進と活性化を図ることにより、青森市の発展のために必要とされる

有為な人材の輩出と、大学が持つ知的財産を市民に還元し、経営経済をはじめとする各分野において、青森市が掲げる施策

の推進に貢献し、市民の生活及び文化の向上に寄与していくことを使命としている。

第２期中期目標期間（平成２７年度から令和２年度まで）においては、教育研究の質の向上に向けた多くの取組を実施し

ていること、学生が主体となる地域課題解決に向けた活動や、自治体や民間団体との連携による地域貢献など、地域を重視

した活動を積極的に行っていること、その取組内容が、認証評価機関による評価において、学生支援及び社会連携・社会貢

献の２項目で最上位のＳ評定を受けたことは高く評価できる。

特に、ＧＰＡ（成績評価平均値）による成績評価を活用した学生の育成に努め、文部科学省の「国内大学のＧＰＡの算定

及び活用に係る実態の把握に関する調査研究」において、調査対象の国内７５７大学のうち、特に成果を挙げている７大学

として、公立大学では唯一選ばれたことは、高く評価できる。

また、キャリア支援に向けた取組により、就職率９６.０パーセントを維持するという目標に対し、平成２７年度から令和

２年度まで、毎年度実績値が目標値を上回っていることは評価できる。

総じて、中期計画に定めた事項を着実に実施しており、中期目標を達成していると評価できる。

今後も、経営・経済という専門性や、国際芸術センター青森等が附帯するという特性を生かし、研究活動の地域還元や、

学生が主体となる地域振興の取組を一層推進するとともに、ポストコロナに対応できる人材の育成に向け、教育・研究・地

域貢献活動等を継続的に検証・改善し、青森市が掲げる施策の推進や、市民生活及び文化の向上に寄与することを期待する。

２ 業務の実施状況

教育研究等の質の向上（教育、研究及び地域貢献）に関して、ＧＰＡによる成績評価を徹底し、成績優秀者に対する表彰

及び成績不振者に対する面談を行うといった取組や、高等学校への訪問やオープンキャンパスの実施等の学生確保の取組を

実施している。

また、県内企業バスツアーの実施等の取組により、就職率は目標値の９６．０パーセントを毎年度上回っている。

地域貢献活動として、県内自治体等と連携を図りながら、地域課題の解決に取り組んでいる。
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経営・財務内容の改善に関して、新たな学事情報システムの導入等による業務の簡素化・効率化や業務改善を継続してい

る。

自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供並びにその他の業務運営に関して、当評価委員会の評価結果を踏まえ、計

画を十分に実施していない項目のフォローアップ、公表や、ＦＤ（教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織

的な取組）研修を実施している。

３ 組織、業務運営等に係る改善事項等

大学院課程志願者の確保に向け、ＰＲ方法の見直しや、履修証明プログラムの検証を含め、教育内容の充実に向けた検討

を求める。

教職員を対象とした人事評価を本格実施し、評価結果を活用した人材育成と組織の活性化を図ることを求める。

研究関連収入や寄附金など、外部資金の確保に向けた取組を求める。
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Ⅲ 項目別評価

１ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置（教育） 評価 ４：中期目標を達成している。

学生の育成に関して、ＧＰＡによる成績評価を徹底し、成績優秀者に対する表彰及び成績不振者に対する面談を行うとい

った取組を実施し、文部科学省の「国内大学のＧＰＡの算定及び活用に係る実態の把握に関する調査研究」において、調査

対象の国内７５７大学のうち、特に成果を挙げている７大学として、公立大学では唯一選ばれたことは高く評価できる。

教育方法及び実施体制に関して、ＦＤ研修の実施や、オンライン授業環境等の学修環境の整備により、教育の実施体制を

改善していること、アクティブラーニング室の活用等により学生が主体的・能動的に学修できる教育方法に改善しているこ

とは評価できる。

学生の受入に関して、県内外の高等学校への訪問、オープンキャンパスの実施、模擬講義や学生等によるキャンパス

ツアー、進学説明会の実施などにより、入学定員の３倍程度の志願者の確保という目標をおおむね達成したことは評価でき

る。

一方で、大学院については、令和元年度を除き、入学者数が入学定員を満たしておらず、志願者の確保に向け、ＰＲ方法

の見直しや、履修証明プログラムの検証を含め、教育内容の充実に向けた検討を求める。

キャリア支援として、就職率９６.０パーセントを維持するという目標に対し、県内企業バスツアーの実施等の取組によ

り、実績値は、平成２７年度は９８．９パーセント、平成２８年度は９９．０パーセント、平成２９年度は９９．３パーセ

ント、平成３０年度は９９．７パーセント、令和元年度及び令和２年度は９９．３パーセントと、毎年度目標値を上回った

こと、認証評価機関による評価において、学生支援の項目でＳ評定を受けたことは、高く評価できる。

グローバル化への対応に関して、語学研修や留学制度等、多くの学生の海外での教育機会の充実が図られるよう取組を期

待する。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。
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２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置（研究） 評価 ４：中期目標を達成している。

地域課題・国際課題の研究に取り組むため、地域連携センタープロジェクト事業を増加させたことや、戦略的研究助成事

業の見直し及び地域貢献活動推進制度の創設により、研究活動を促進していることは評価できる。

公開講座の開催等による研究成果の地域還元や、海外研究者を招へいした研究会等の実施は評価できる。

今後、経営・経済という専門性を生かした地域課題解決に向けた研究活動の一層の推進、知見やネットワークの蓄積に向

けた環境整備、積極的な情報発信を期待する。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。

３ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置（地域貢献） 評価 ４：中期目標を達成している。

地域連携の強化に関して、地域貢献の基本方針・指針を定め、地域連携センターの体制及び事業を見直すとともに、学生

が主体となる取組を含め、県内自治体との連携を図りながら、地域課題の解決に取り組んでおり、認証評価機関による評価

において、社会連携・社会貢献の項目でＳ評定を受けたことは評価できる。

青森商工会議所や公益財団法人２１あおもり産業総合支援センターと連携し、青森市の課題解決や起業・創業に向けた取

組等を行ったことは評価できる。

今後、ポストコロナに向け、「スタートアップラボ」の利用促進等に加え、新たな領域に挑戦し、地域のリーダーとなる

人材育成の取組を期待する。

また、引き続き、地域の大学間連携、地域の企業等との連携、国際芸術センター青森等の活用、学生の主体的な地域貢献

活動に対する支援による地域貢献に期待する。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。
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４ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 評価 ４：中期目標を達成している。

教育研究・地域貢献組織の見直しに関して、地域貢献の基本方針・指針を定め、地域連携センターの体制及び事業を見直

したことは、社会・地域情勢の変化に対応した大学の機能強化及び学生の地域貢献活動につながるもので、評価できる。

引き続き、教育・研究・地域貢献活動等の適切な実施に向け、組織や体制の継続的な見直しを期待する。

人事の適正化に関して、教職員を対象とした人事評価の試行を行ったことは評価できる。

今後、本格実施し、評価結果を活用した人材育成と組織の活性化を図ることを求める。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。

５ 経営・財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 評価 ４：中期目標を達成している。

外部研究資金その他の自己収入の増加に関して、受験生確保に向けた取組による検定料の増加等、自己収入の確保に努め

ている点は評価できる。

収入の多様性を確保し、教育研究を安定的に実施するとともに、民間企業、団体との協働を推進するため、研究関連収入

や寄附金など、外部資金の確保に向けた取組を求める。

経費の抑制に関して、新たな学事情報システムの導入等による業務の簡素化・効率化や業務改善を継続したことは評価で

きる。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。
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６
自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めの措置
評価 ４：中期目標を達成している。

当評価委員会の評価結果を踏まえ、計画を十分に実施していない項目のフォローアップを行い、公表したことや、ＦＤ研

修を実施したことは評価できる。

認証評価機関による評価において、学生支援及び社会連携・社会貢献の２項目が最上位のＳ評定を受けたこと、当該評価

において明らかになった課題の改善に向けた取組を継続していることは評価できる。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。

７ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 評価 ４：中期目標を達成している。

施設設備の整備・活用等に関して、オンライン授業環境など、緊急性と必要性を勘案し、施設設備の整備・改良を行った

こと、大学施設の一般貸出や図書館の施設開放を実施したこと、国際芸術センター青森において市民参加事業を実施したこ

とは評価できる。

今後、施設開放の件数及び使用料の増減要因を分析するなど、附帯する国際芸術センター青森を含め、大学の施設設備の

効果的な活用を図ることを期待する。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、危機管理対策本部を設置し、適切にリスクマネジメントを行い、対面授業

を継続したことは評価できる。

その他の事項についても、中期計画に定めた事項を着実に実施していると認められることから、全体として、中期目標を

達成していると評価できる。


